
資料1
海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の
利用の促進に関する法律に基づく手続き状況について
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• 再エネ海域利用法※1に基づく、具体的な手続きの流れは以下のとおり。
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公募に基づく事業者選定促進区域の指定

経産大臣及び
国交大臣による
区域の状況の調査

先行利用者等をメン
バーに含む
協議会の意見聴取・
協議結果とりまとめ

区域指定の案
について両大臣から公告

（利害関係者は
意見提出が可能）

※1 海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律（平成30年法律第89号）
※2 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法第9条に基づく経済産業大臣による発電事業計画の認定

再エネ海域利用法（H31.4施行）の概要
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等の関係行政機関の
長への協議
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「有望な区域」等の整理について

令和元年7月における整理 令和２年６月における整理

促進区域の指定
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のしろし みたねちょう おがし

秋田県能代市・三種町・男鹿市沖 R2.７ 指定済

ゆりほんじょうし

秋田県由利本荘市沖（北側） R2.７ 指定済

ゆりほんじょうし

秋田県由利本荘市沖（南側） R2.７ 指定済

ちょうしし

千葉県銚子市沖 R2.７ 指定済

ごとうし

長崎県五島市沖 R1.12 指定済

青森県沖日本海（北側）
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青森県沖日本海（北側）

青森県沖日本海（南側） 青森県沖日本海（南側）
はっぽうちょう のしろし

秋田県八峰町・能代市沖 秋田県八峰町・能代市沖
さいかいし えのしま

長崎県西海市江島沖 長崎県西海市江島沖
かたがみし

秋田県潟上市沖 秋田県潟上市・秋田市沖
むつわん

青森県陸奥湾 青森県陸奥湾
むらかみし たいないし

新潟県村上市・胎内市沖 新潟県村上市・胎内市沖
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ひやま

北海道檜山沖
がんう みなみしりべし

北海道岩宇・南後志地区沖
あくみぐん ゆざまち

山形県飽海郡遊佐町沖
※）有望な区域の整理にあたって秋田県由利本荘市沖を１区域としていたが、促進区域指定にあたっては南北２区域に分割している。

※



洋上風力発電の進捗状況

第1回協議会 令和元年11月18日
第2回協議会 令和2年1月31日
第3回協議会 令和2年6月4日
※令和2年7月21日に促進区域に指定。

第1回協議会 令和元年10月8日
第2回協議会 令和元年12月26日
第3回協議会 令和2年3月30日
※令和2年7月21日に促進区域に指定。

第１回協議会 令和元年10月10日
第２回協議会 令和元年11月25日
※令和元年12月27日に促進区域に指定。
※令和2年6月24日公募開始。

第1回協議会 令和元年10月8日
第2回協議会 令和元年12月26日
第3回協議会 令和2年3月30日
※令和2年7月21日に促進区域に指定。

青森県陸奥湾

長崎県西海市江島沖

青森県沖日本海（北側）

秋田県由利本荘市沖（北側）
秋田県由利本荘市沖（南側）

新潟県村上市・胎内市沖

秋田県八峰町及び能代市沖

秋田県能代市・三種町・男鹿市沖

秋田県潟上市沖

千葉県銚子市沖

青森県沖日本海（南側）

長崎県五島市沖

北海道岩宇・南後志地区沖（※）

北海道檜山沖（※）

山形県飽海郡遊佐町沖（※）

凡例

：促進区域（令和２年７月指定）（４区域）

：「有望な区域」（令和２年７月追加）（４区域）

：一定の準備段階に進んでいる区域（６区域）
（「有望な区域」を除く）
このうち、（※）を付けた３区域は、令和２年７月に追加

：促進区域 （令和元年１２月指定）（１区域）

「有望な区域」・・・協議会設置及び国による調査の準備を

直ちに開始する区域
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